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京大東アジアセンターニュースレター   第 328 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 












9 月 2 日 13:30-17:00  会場 ハートピア京都第 5 会議室 
コーディネーター 大西広 京都大学教授 
パネラー 
①      松野豊(清華大学・野村総研中国研究センター(ＴＮＣ)理事・副センター長) 
        中国人が対日旅行に求めるもの 
②      吉村澄代(「人民網」翻訳者、元中国国際放送局、同志社大学嘱託講師) 
        北海道における中国人観光客受け入れ状況から 
③      人見昌宏(JTB 西日本国際旅行営業部営業企画課長) 
中国訪日マーケットの現状と JTB 西日本の取り組み 
④      城戸俊郎(南禅寺順正清水店長)  清水順正 おかべ家の中国からのお客様へのおもてなし 
⑤      碇山俊光(西陣織工業組合専務)  西陣のおもてなし 
⑥      中野重治(関西伝統工芸品ボランティアガイド協会会長) 
        外国人観光客に京都の伝統工芸品の匠の技を伝える取り組み 










読後雑感 ： ２０１０年 第１３回 中国経済特集（その 1） 
    ２９．JUL．１０       




A．「チャイナ・アズ・ナンバーワン」  関志雄著  東洋経済新報社  ２００９年１０月８日 
B．「中国経済成長の壁」  関志雄・朱建栄編著  勁草書房  ２００９年１０月２５日 
C．「中国経済の真実」  沈才彬著  アートデイズ  ２００９年１１月２０日 
D．「図説 中国力」  矢吹晋著  蒼蒼社  ２０１０年２月１０日 
E．「農民国家中国の限界」  川島博之著  東洋経済新報社  ２０１０年４月１５日 
F．「中国高度成長の構造分析」  何清漣著  勉誠出版  ２０１０年４月２０日 
G．「中国経済論」  堀口正著  世界思想社  ２０１０年５月３０日 




ⅰ．人手不足 ： 人手不足状態にあるということを認識しているか。   
ⅱ．モグリ企業 ： モグリ企業が多数存在しているということを認識しているか。 
ⅲ．インフォーマル金融 ： インフォーマル金融が大きな影響を与えているということを認識しているか。 
ⅳ．不動産バブル ： マンションはバブル化しているが、土地はバブル化していないことを知っているか。 
ⅴ．暴動 ： 過去２年間、暴動と呼べるものはチベットとウィグルだけであるということを認識しているか。 
ⅵ．リーマンショック ： 政府の金融緩和策や景気刺激策は、リ・ショック前であったことを知っているか。 
ⅶ．労働契約法の愚策 ： 最近のストの多発は政府の愚策が誘発したという認識があるか。  
ⅷ．外貨準備高 ： 外貨準備高の外貨は、外資の所有物であることが多いことを明確に認識しているか。 
 さらに、諸論考を便宜的に下記の８つの分野に分け、比較検討する。 
①政治・社会、 ②軍事・外交、 ③経済一般、 ④雇用・社会保障、  
⑤農業・工業、 ⑥金融・情報・消費、⑦資源・環境、 ⑧歴史・文化・思想（④～⑧は次号） 


































































 ⇒ この項は朱氏の手によるもので、中国の今後の１０～１５年間を調整期として見ている。 
C．沈 ： 
 ・「経済沈没は一時的で、２０２０年まで６～７％成長が可能」 

















































D．矢吹 ： 特筆すべき記述なし。 






























 ⇒ この表現はおもしろく、検討に値すると思う。 
G．堀口 ： 特記すべき記述なし。 
Ｈ．肖 ： 特記すべき言及なし。 
 
②軍事・外交 
A．関 ： 言及なし。 
B．朱 ： 言及なし。 








E．川島 ： 言及なし。 
F．何 ： 特記すべき論及なし。 
G．堀口 ： 特記すべき記述なし。 




















































































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
